
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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類似団体平均

龍野市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　 ：長引く景気の低迷による法人市民税の減収等で、財政力指数も下向線をたどっていたが、企業
　　　　　　　　　 等の向上により税収も回復の兆しが見られ、平成16年度は財政力指数も上昇傾向にあり、今後
　　　　　　　　　 においても人件費をはじめとする歳出の見通しを図るとともに税収を中心とする歳入の確保に努
　　　　　　　　　 めていきたい。
経常収支比率：平成１６年度においては、減税補てん債を一括償還したことにより、経常収支比率は増加したも
　　　　　　　　　 のの、これを除けば、85.6％（対前年比＋2.3％）となり、扶助費等の増加が要因によるものが大
　　　　　　　　　 きいと思われる。人件費については、減少傾向にあるが、今後においても義務的経費を含め、な
　　　　　　　　　 お一層の削減に努めていきたい。
起債制限比率：減税補てん債を借り換えずに一括償還したことによる増であり、借り換えた場合では9.6％（対前
　　　　　　　　　 年比＋ 0.8％）となり、類似団体平均を下回っている。今後も財政計画等に基づき、適切な地方
　　　　　　　　　 債管理に努めていきたい。
人口1人当たり：類似団体平均とほぼ同じ状況であるが、今後においても事業効果を十分に検討しながら、地方
地方債現在高　債の発行についても、慎重な姿勢を堅持し、適正な管理を行っていきたい。
ラスパイレス　：龍野市は県内各市と比べて、標準よりやや下位に位置する。前年度に対し、0.6ポイントの変動
指数　　　　　　 は、職員構成の変動によるものである。今後は各種手当の総点検を行うなどにより、一層の給与
　　　　　　　　　 の適正化に努めていきたい。
人口1,000人　：職員数を極力抑制しながら行政を推進してきたが、都市基盤整備の促進、地域の活性化、高齢
当たり職員数　 化社会への対応に加え、老人保健福祉計画の推進、権限委譲等により、事務が増加している。
　　　　　　　　　 今後は、効率的な組織機構の編成と事業推進による適正な定員管理を図っていきたい。


